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　国会が閉会した直後の12月5日の日曜日、経済界や労働界など各界各層の民間の方たちが主催する共通番号制度導入に向けた集会が開催され、小生も政府の方針を説明し、パネルディスカッションにもパネラーとして参加させていただいた。

会場は満員で、事前に予約制としたのだが、定員をオーバーしたというほど反響があったという。

この集会には、菅総理大臣も参加され、番号制度にかける意気込みを訴えられ、与野党の協議の場への参加についても提案されていた。何よりも菅総理が、先週の国会開会時とは打って変わったにこやかな雰囲気で、率直に自らの言葉で発言されていたのが印象的であった。

これに対して気になるのが、仙谷官房長官で、新聞に出てくる写真を見る限り、視線が下を向いておられるようで、参議院での問責問題や菅内閣に対する支持率低下に対して相当悩んでおられるように感ぜられる。何とか元気を出していただきたいものだ。今週は、小沢元代表に対する政治倫理審査会への出席問題や両院議員総会の開催要求問題など、予算編成や税制改革の最終決定もあり、なかなか大変な一週間になりそうだ。

■「大連立」の仕掛け人、渡辺氏と鳩山氏の注目すべきやり取り

　こうした一連の政局の展開の中で、「大連立」問題などがマスコミの話題となって注目されている。そうした中で注目したのが、12月11日付毎日新聞の「松田専門編集委員の首相番日誌」で、鳩山前総理とのインタビュー記事である。鳩山前総理については、一度は国会議員を引退すると発言されたにもかかわらず、どうやらその発言を撤回されたようで、国民からの評判はあまり芳しいものではない。

そうした前首相の発言が、このような形で取り上げられること自体が、今の民主党政権の実態を示しているのかもしれない。このインタビューの中で、福田内閣時代に大連立の仕掛け人となった読売新聞本社の渡辺恒雄会長に最近会ったことを問われたことに対して、あった時の会話について鳩山氏は次のように答えている。

「大連立はもう自分たちは考えていないと。別の言い方をすると、ガラガラポンだ、と。ただ、どういう軸で分かれるかも含めて簡単じゃない。渡辺氏からは『自民党にも、民主党にもいろんな勢力があるじゃないか。そういう人たち同士で真剣にこの国の未来を虚心坦懐に議論しあうところからスタートしたらどうか』と勧められた。私は、よいと思うが，小選挙区制度を衆院に導入している以上、党を飛び出す状況はなかなかできない、と答えた」

「大連立ではなく、ガラガラポンだ」ということは、政界大再編成を目指しているということなのだろう。生々しいやり取りが取り上げらていたのだが、それが簡単にできるわけではないことは言うまでもない。確かに、理念や政策でもって政界が再編成されるべきであることは正しいのだが、その前提として民主党はどのような国の姿を目指していくべきなのか、あまりにも十分な議論がなく、政権交代を目指す一点が民主党のアイデンティティとなっていることからの脱却こそが今求められていることは間違いない。

先週、菅総理から岡田幹事長に対して、民主党の綱領を策定するよう指示が出されたとの報道があったが、やや付け焼刃といえないこともないが、そのことの重要性は言うまでもなかろう。ぜひとも政界の再編成の際に軸となりうるようなしっかりとしたものを創って欲しいものだ。

できれば、かねてから主張してきたシンクタンクや党学校の設立を進めていくことも、実現していくべきだろう。政党助成金の使途も、このような分野にこそ充てられるべきだろう。

■必要なのは議会の機能の回復、両院協議会の改革論議を

　今の政治の現状は、衆議院で民主党単独で300議席を超す圧倒的過半数にありながら、参議院で過半数を割り込み、いまのままであれば野党側が結束すれば法案や人事を決めることができなくなっているという「ねじれ」問題である。

参議院は半数改選でしかも解散して参議院選挙を実施することができず、今のままでは、次の参議院選挙でも民主党が単独で過半数を確保できる可能性はまことに低い。

どのようなガラガラポンになるのか不明なのだが、衆議院も参議院も単独で過半数が獲得できる条件がない時に、一時的に過半数を両院で確保できたとしても、小選挙区中心の衆議院、比例代表がウエイトの高い参議院では、ねじれが常態化することの可能性が高い。

それだけに、政界再編成だけでなく日本の統治機構の問題点としての二院制の在り方について改革を進めていく必要がある。鳩山前総理も小沢元代表も、かつて現在の日本の二院制について否定的な発言をされていたはずである。

憲法改正ができない今、熟議の民主主義を実現させていくためには、両院で議決が異なった際に設置される両院協議会の活性化(どうしたら意見一致できるのか、妥協の技を磨く場)を進めていくことこそが、いま大至急に求められているのではなかろうか。

■両院の議長の出番ではないのか

　いま、ねじれ状態にある中で、与党と野党が胸襟を開いてどうしたらこのような危機的な状況を打開できるのか、知恵を出し合う時期である。そのためには、衆議院議長や参議院議長が、熟議の民主主義を求めて各党・会派の方たちに積極的に問題提起をしていく時期に来ているように思えてならない。

時あたかも、参議院では一票の格差に対する違憲の判決があり、選挙制度と両院協議会の機能化をセットで考えるべきだし、参議院の問責が衆議院での不信任を否決された後で出されていることは、内閣の成立に対する衆議院の優越規定に対する問題にならないのか、議論しておく必要がありそうだ。

さらに、自民党側からは「財政健全化責任法」のなかで、超党派での財政問題について論議をする場を作る提案がなされているし、先週の10日開催された「政府・与党社会保障改革検討本部」でも、社会保障の機能強化と財政健全化の同時改革に向けて、超党派の論議をする場を早急に作ることが決定された。

まさに、機は熟しているのだ。鳩山前総理や小沢元代表には、民主主義の活性化に向けて、このような改革の場を作ることにこそ全力を尽くしていただきたいものだ。
